
資料１－２　②

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（岩手県　平成28年度）

メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

（円） 備考

交付金 都道府県費 市町村費 その他

金ケ
崎町

岩手ふ
るさと
農協

土地利
用型作
物

（稲）

タンパク
質0.2％
低下

（平成21～25
年）6.3%

（平成26年）
6.3%

（平成27年）
5.7%

（平成28年）
6%

（平成28年）
6.1%

150.0%

追肥後の天候が
良く、効率よく
窒素成分を消化
したため、平年
より低めとなっ

た。

土地利
用型作
物

（稲）

下位等
級指数
2.05％
以下と
する

（平成19～25
年）4.1%
H19 4.4
H20 7.7
H21 4.9
H22 6.2
H23 2.3
H24 2.4
H25 2.1

(7中5)4.1％

（平成26年）
2.4%

２等以下の数
量159.48t/全

出荷量
6631.26t

（平成27年）
0.9%

２等以下の数
量66.3t/全出
荷量7370.91t

（平成28年）
0.7%

２等以下の数
量54.84t/全出
荷量7328.22t

（平成28年）
2.05％以下

２等以下の数
量159.08t/全

出荷量
7759.95t

165.9%

カメムシ
被害は、
昨年より
少なかっ
た。色彩
選別を
行った結
果、上位
等級と
なった。

荷受設備
一式20ｔ/

ｈ
色彩選別
機一式25
ｔ/日

55,080,000 25,500,000 29,580,000
平成26年
12月26日

荷受能力向上によ
り、堆積貯留時間の
短縮が図られ、籾の
品質維持、劣化防止
につながった。色彩
選別機の効果もあ
り、品質の高い米を
出荷できる施設と
なった。

乾燥調製施設での籾
の品質維持・劣化防
止が容易になったた
め、今後は農業者に
対しても品質の向上
に向けた取組みを併
せて指導する。

北上
市

株式会
社

西部開
発農産

土地利
用型
作物
（麦）

裏作麦の
作付拡大
により麦
の増産に
取り組む
地域にお
いて、事
業実施地
区におけ
る麦の作
付面積に
占める裏
作麦の作
付面積の
割合が11
ポイント
以上増
加。

（平成24年）
62.5%

裏作86.9ha/作
付139ha

※大豆12.8ha
蕎麦66.2ha
野菜7.9ha

（平成26年）
100%

裏作151ha/作
付151ha

※大豆260ha
蕎麦140ha
野菜8.1ha

（平成27年）
100%

裏作170ha/作
付170ha

※大豆11ha
蕎麦159ha

（平成28年）
100％

裏作152ha
/作付152ha
※蕎麦152ha

（平成28年）
74.5%

312.5%

　麦の収穫後に
そば152haを播種
し、麦の総作付
面積における裏
作麦の面積が
100％に達した。

土地利
用型
作物
（豆
類）

豆類の
作付面
積が事
業開始
前年
（前5中
3）と比
較して
10％以
上増
加。

（平成24年）
263ha

（平成26年）
344ha

（平成27年）
336ha

（平成28年）
420ha

（平成28年）
370ha

146.7%

　ブロッ
クロー
テーショ
ンによる
品目転換
及び作業
受託面積
の増加に
より、目
標値の面
積を達成
すること
ができ
た。

乾燥調製
施設

(667.71
㎡)

277,746,840 111,422,000 0 0 166,324,840
平成26年
10月24日

成果目標①「麦の作
付面積に占める裏作
麦の作付面積の割合
が11ポイント以上増
加」については、麦
の作付面積の拡大及
び農地の効率的な利
用を図ってきたこと
から、事業実施翌年
度から目標年度にか
けて、毎年度目標値
を達成することがで
きた。

成果目標②「豆類の
作付面積が事業開始
前年と比較して10％
以上増加」について
は、ブロックローテ
ションによる品目転
換が影響し、大豆の
経営面積が減少する
年度もあったが、作
業受託面積の増加に
より目標年度には目
標値を達成すること
ができた。

事業実施主体の評価
のとおり、継続的な
農地集積及び農地利
用の効率化により成
果目標を大幅に超え
目標値を達成するこ
とができた。
　しかしながら、施
設利用率が低調であ
ることが課題として
挙げられるため、全
体の処理量に占める
割合が多い主食用
米、飼料用米及び大
豆について、経営面
積の拡大及び適期収
穫に取り組むことに
より施設利用率を向
上させる方法につい
ても検討を行ない、
農協等の専門機関と
も連携・協力し、事
業実施主体と一体と
なって支援を行なっ
ていく。

花巻
市

農事組
合法人
胡四王
みらい

土地利
用型作
物（水
稲種
子、小
麦種
子）

主要農作
物種子の
合格率が
4ポイン
ト以上向
上。

（平成24年）
水稲種子及び
小麦種子合格

率
69.7％

水稲種子
100.0%
審査量

332,340kg
合格量

332,340kg

小麦種子3.9%
審査量

153,000kg
合格量
6,030kg

（平成26年）
水稲種子及び
小麦種子合格

率
89.1％

水稲種子
100.0%
審査量

352,000kg
合格量

352,000kg

小麦種子66.4%
審査量

170,010kg
合格量

112,950kg

（平成27年）
水稲種子及び
小麦種子合格

率
82.2％

水稲種子
100.0%
審査量

364,700kg
合格量

364,700kg

小麦種子44.1%
審査量

171,000kg
合格量
75,390kg

（平成28年）
水稲種子及び
小麦種子合格

率
88.7％

水稲種子
100.0%
審査量

345,060kg
合格量

345,060kg

小麦種子66.4%
審査量

175,050kg
合格量

116,250kg

（平成28年）
水稲種子及び
小麦合格率
86.2％

水稲種子
100.0%
　審査量
332,340kg
　合格量
332,340kg

小麦種子59.1%
　審査量
169,154kg
　合格量
100,000kg

115.2%

水稲種子の合格
率は100％を維持
し、小麦種子は
合格率が向上し
たことにより目
標値を達成出来
た。

水稲種
子、小
麦種子

種子の
更新率
を事業
実施年
度の前
５中３
平均の
値と比
べて1ポ
イント
以上向
上

（平成24年）
※前５中３
90.1％

　H20　- ％
　H21 89.6％
　H22 89.0％
　H23 90.0％
　H24 90.7％

（平成26年）
水稲
96.7％
供給量

36,746kg/必要
量38,000kg

小麦
68.0％
供給量

1,896kg/必要
量2,788kg

全体
 94.7％
供給量

38,642kg/必要
量40,788kg

（平成27年）
水稲
95.7％
供給量

32,729kg/必要
量34,200kg

小麦
67.9％
供給量

1,833kg/必要
量2,700kg

全体
 93.7％
供給量

34,563kg/必要
量/36,900kg

（平成28年）
水稲
94.6％
供給量

25,164kg/必要
量26,600kg

小麦
99.9％
供給量

8,155kg/必要
量8,160kg

全体
95.9％
供給量

33,319kg/必要
量34,760kg

（平成28年）
　　95.1％
供給量

38,040kg/必要
量40,000kg

116.0%

主食用品
種の更新
率はほぼ
100%だ
が、飼料
用品種の
更新率が
若干低
い。

種子乾燥
調製施設

492,419,520 227,972,000 0 45,594,400 218,853,120
平成26年
10月28日

優良種子生産の取組
みが評価され、採種
圃面積が順調に増え
ている。機能が向上
した新施設での調整
作業により、更に評
価が上がることが期
待できる。

本事業で整備した乾
燥調製施設の効果に
より、計画時よりも
大幅に種子合格率及
び種子更新率が向上
した。また、種子生
産面積も計画時に比
べ水稲、小麦の合計
が29ha増加した。こ
れは、花巻市におけ
る種子生産に大きく
貢献したと考えられ
る。
今後は、さらなる種
子の安定生産に向け
て品質の維持と採取
面積の拡大に対応出
来るように関係機関
含め引き続き指導す
る。

別紙様式２号

１年後

（対象
作物・
畜種等
名）②

達成率

事業実施主体
の評価

３年後２年後 ２年後

事業実施後の状況①

完了年月
日

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

成果目標
の具体的
な実績②

計画時

都道府県の評価
事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

成果目標の具体
的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

目標値

成果目
標の具
体的な
内容②

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力

等）

事業実施後の状況②

計画時達成率３年後 目標値

負担区分（円）

１年後
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メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

（円） 備考

交付金 都道府県費 市町村費 その他
１年後

（対象
作物・
畜種等
名）②

達成率

事業実施主体
の評価

３年後２年後 ２年後

事業実施後の状況①

完了年月
日

成果目標
の具体的
な実績②

計画時

都道府県の評価
事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

成果目標の具体
的な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

目標値

成果目
標の具
体的な
内容②

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力

等）

事業実施後の状況②

計画時達成率３年後 目標値

負担区分（円）

１年後

陸前
高田
市

㈲グラ
ンパ
ファー
ム

野菜
（レタ
ス）

契約取引
の割合を
5％増加
する。

（平成24年）
75.6%

契約取引量/全
出荷量

7,090㎏/9,380
㎏

（平成26年）
74.3%

契約取引量/全
出荷量

47,674㎏
/64,138㎏

（平成27年）
79.2%

契約取引量/全
出荷量

83,931㎏
/105,973㎏

（平成28年）
96.2%

契約取引量/全
出荷量

119,869㎏
/124,559㎏

（平成28年）
80.0%

契約取引量/全
出荷量

54,808㎏
/68,510㎏

468.2%

取引業者との契
約は順調に行わ
れ目標達成がで

きた。

野菜
（レタ
ス）

加工向
け又は
外食・
中食向
け販売
を10％
増加す
る。

（平成24年）
5.0%

加工及び外
食・中食向け
数量/全出荷量

471㎏/9,380㎏

（平成26年）
4.5%

加工及び外
食・中食向け
数量/全出荷量

2,854㎏
/64,138㎏

（平成27年）
3.5%

加工及び外
食・中食向け
数量/全出荷量

3,709㎏
/105,973㎏

（平成28年）
3.8%

加工及び外
食・中食向け
数量/全出荷量

4,690㎏
/124,559㎏

（平成28年）
15.0%

加工及び外
食・中食向け
数量/全出荷量

10,277㎏
/68,510㎏

-12.0%

平成28年
度は、平
成27年度
に続いて
株出荷へ
のニーズ
が強かっ
たため、
原料分へ
の仕向け
を増やせ
なかっ
た。

生産技術
高度化施
設の新設
（ドーム
型ハウス4
棟、育苗
施設、冷
蔵庫）

201,319,540 94,290,000 0 0 107,029,540
平成26年
5月30日

契約先の株出荷分を
優先した結果、加工
及び外食・中食向け
数量を確保すること
が困難となった。
今後は、病害虫など
の栽培リスクを抑え
るような栽培努力
（他農場とのIPM活
用）をし、更に収量
の向上に努める。

契約先の株出荷分を
優先した結果、加工
及び外食・中食向け
数量を確保すること
が困難となった。加
工向け又は外食向け
への販売を増加させ
ることは経営の安定
化にも繋がることか
ら、新たに販路の開
拓への支援などを
行っていく。

182.8%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県
平均達成率

・事業評価を行った4地区のうち、3地区で目標達成し、1地区で目標未達成であった。
・野菜の目標未達成の１地区は、加工又は外食産業向けの目標が達成出来なかったもので、引き続き、販路の拡大に向けた支援など、関係機関・団体と連携しながら目標達成に向け、生産者を指導していく。


